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　都産技研と（株）東京TYフィナンシャルグループ、同社傘下
の（株）東京都民銀行、（株）八千代銀行、（株）新銀行東京は、
「業務連携に関する協定」を5月27日に締結しました。
　都産技研と都内最大の店舗ネットワークを持つ地域金融機
関である東京TYフィナンシャルグループおよび傘下銀行が連
携することで、技術面・経営面・金融面での総合的かつ複合的
な支援を行い、中小企業の技術的な課題解決に取組みます。

　協定締結を記念して、中小企業向けに技術的視点から営業
戦略セミナー「積極的に契約を取る展示会プロセス」を企画しま
した。自社製品やサービスについてその良さを見出し、新たな販
路開拓のための具体的なアプローチをご提案します。

業務連携協定締結記念セミナー開催

（株）東京ＴＹフィナンシャルグループおよび
傘下銀行と「業務連携に関する協定」を締結

　「ビジネスチャンス・ナビ2020」は、2020年の東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会等を契機とする官民の入札・調達
情報を一元的に集約した情報ポータルサイトで、都内はもとより
全国の中小企業の受注機会拡大を支援するサイトです。受注機
会の拡大や新規取引先の開拓に向けて、ぜひご利用ください。

「ビジネスチャンス・ナビ2020」を
ぜひご利用ください！

I n f o r m a t i o n

TIRI NEWS・メールニュースのご案内
　TIRI NEWSの無料定期配送およびメールニュース（週1回発行）の
配信をご希望の方は、お名前とご住所（TIRI NEWSの場合）、メールアド
レス（メールニュースの場合）を下記までご連絡ください。
連絡先：広報室＜本部＞ 
TEL 03-5530-2521　FAX 03-5530-2536　E-mail koho@iri-tokyo.jp

編集後記
　10周年記念特集の今月の表紙は、これまでと現在の都産技研の事業所
です。地方独立行政法人という新しい組織がどのようなものになるのか、不
安と期待の入り混じる中スタートを切り、都産技研はこの十年駆け抜けてき
ました。都産技研はお客さまとともに歩んでこれたでしょうか。職員ひとりひとり
気持ちを新たにこれからもお客さまとともに歩んでいきます。

「ビジネスチャンス・ナビ2020」の主な機能

●東京2020大会・ラグビーワールドカップ2019等を契機とした
入札・調達案件の情報提供
　都・国・東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織
委員会や民間企業の入札・調達案件を検索することができ
ます。

●ビジネスパートナーの検索（新規取引先の開拓）
　サイトを通じた受発注取引や登録企業のＰＲ情報をもとに、
ビジネスパートナー（新規取引先）企業を検索することができ
ます。

ビジネスチャンス・ナビ 2020運営事務局
TEL　0570-009-777
E-mail　sme-webmaster@sekai2020.jp

お問い合わせ技術経営支援室＜本部＞
TEL　03-5530-2308お問い合わせ

開催日時
会 場
参 加 費

セミナー
「積極的に契約を取る展示会プロセス」
 講師 平山 裕嗣 氏
  都産技研　エンジニアリングアドバイザー
  （公社）埼玉デザイン協議会　理事
  （株）えにしす　顧問

参加をご希望の方は、直接会場へお越しください。

平成28年7月5日（火）　13：00 ～ 16：45
都産技研 本部　東京イノベーションハブ
無料

■新規ユーザー登録
下記サイトから直接新規ユーザー登録を行ってください。
URL：https://www.sekai2020.tokyo/bcn/

調印式の様子

平成28年度研究テーマのご紹介
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 特集    

研究事業

欧州市場に打って出る中小企業を支える併走型技術支援


